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研究ノート
生産性上昇率格差インフレーション
に関するノート＊
冗 木 久
ー
価格の需給調整機能に十分な信頼をおいた完全競争経済を対象にして，現代のインフレ
ーションを考えることはできないであろう。しかしながら，完全競争下における価格の役
割を中心とした，これまでの多くの議論に比べて，価格の需給調整機能が不十分な「独占
的競争」下における価格の役割に関する理論はあまり発展していないように思われる。こ
のアプローチの1つは管理価格論的なものである。それは寡占的産業構造に基づく企業行
動の結果として，インフレーション（スタグフレーション）の問題を考察する。しかし，こ
のアプローチは概して実証的である。プレア〔2〕はアメリカ経済における管理価格の役
割に関する実証分析の結果を利用して，一定の理論モデルを提示しているが，実証分析そ
れ自体は動態分析であるにもかかわらず，提示されたモデルは静態モデルになっており，
実証と理論の統一性が確保されていない。
管理価格論はいうまでもなく「価格論」の範囲に属している。しかし，現代のインフレ
ーションはスタグフレーションと呼ばれ，不況との関係で論じられる必要がある。このこ
とは蓄積論的アプローチでインフレーションの検討を要請していると考えることができる
であろう。このようなアプローチでのもっとも先駆的な，理論的業績は高須賀義博氏のも
＊ 本稿は関西大学経済・政治研究所インフレーション班で報告したものを基礎にしてい
る。同班のメンバーおよび関西大学助教授堀江義，佐藤真人両氏から個人的に多くの
有益なコメントを戴いた。記して感謝の意を表す。もちろん，誤りがあればすべて筆
者の責任である．
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のである。それは生産性格差インフレーションとして広く知られているが，氏が最初の業
績〔4〕を一層包括的に理論展開し〔5〕， さらに日本経済について実証研究を行なって
いる〔6〕以外，その理論は氏以外の人々によって詳細な検討が行なわれていないように
思われる。 もちろん，実証的研究には大川〔6〕，南・小野〔7〕などの労作がある。そ
こで，われわれは生産性格差インフレーション理論を抽象理論的に検討したいと考える。
高須賀氏の理論骨子は氏の表現を用いれば， 「経済の中に生産性が上昇したにもかかわ
らず，価格を硬直的に維持するという独占的価格政策が定着すれば，その産業には巨大な
独占的超過利潤が発生する。その一部がその産業の賃金として配分され，他産業との間に
賃金格差が発生し，それを起点として労賃の高位平準化作用が行なわるならば，生産性上
昇の困難な産業の価格は騰貴せざるを得ない1)」ということである2)。ここで，氏の日本
経済に関する実証分析から，高い生産性上昇を享受している産業が投資財部門であり，生
産性上昇困難で競争経済の中にある産業が消費財部門であることが示される。かくして，
WPIの安定， CPIの上昇が帰結されることになる。この議論の基本的特徴は，独占部
門で価格が硬直的に維持され，価格調整が行なわれないとき，非独占部門との相対価格の
調整が労働力市場の賃金の変動を通じて行なわれるということにある。このことは，イン
フレーション分析が単なる価格論的接近ではなく，賃金・雇用を通じた蓄積論的接近を必
要ならしめるであろう。この点について，高須賀氏は「現在8)の消費者物価の上昇は，単
に価格論のレベルではなく，蓄積論のレベルで問題にしなければ十分には理解されない4)」
と述べておられる。
しかしながら，筆者の知る限り，氏の既発表文献の中では，蓄積論の展開の中で消費者
物価の問題が取りあげられているのではなく，労賃論，金融論的に蓄積の問題を取りあ
げ，その中でインフレーションの問題が考えられているように思われる。というのは，本
稿w節で述べるように，生産性格差インフレーションを蓄積論的に考察するとき，技術進
歩の態様および各部門の投資決定方式に関する分析が決定的に重要であるにもかかわら
ず，それに関して明確なことがほとんど述べられていないからである。
われわれは高須賀氏の労作に依拠しつつ5).不明確な点をわれわれなりに specify し
1)高須賀〔5〕p. 216 
2)ほぽ同じ表現が高須賀〔6〕p. 12および pp.18~19にある。
3)昭和44年1月号の「経済評論』に発表された論文で，その意味での「現在」。
4)高須賀〔6〕p. 189 
5)高須賀氏が明記している諸関係の中で氏とは異なった関係式が設定されていることが
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て，消費者物価の上昇と大企業の独占力•生産性上昇率格差との関係を一層明確にしたい
8)。 ? ?
われわれの想定する経済7)は貨幣市場が存在せず，消費財部門と投資財部門の二部門で
構成され，それぞれの部門での生産にはぺ定の技術的特性がある。また，両財の市場およ
び労働力市場でも各部門がそれぞれ一定の特性をもって行動するものと考える。それらの
諸特性を以下のように specifyしよう。
1. 生産技術
投資財部門の労働生産性は一定率ct1で上昇するが，消費財部門のそれは変化しないも
のと仮定する8)。そうすると，
(1) X1=Aoe叩N1 →0, Ao>O 
(2) X2=ct遥 ct2>0
ここで，ふは能力産出高を， N;は雇用量を表わす。以下，添子1, 2は特に明記しない
限り，それぞれ投資財部門，消費財部門を示す。 Aoは初期値を表わす。
投資財部門の資本装備率は一定率 P1で上昇するが，消費財部門のそれは変化しないも
のと仮定しよう。そうすれば，
(3) K1=Boe印N1 紅>O,Bo>O 
(4) K2=P2N2 酔 0
あり，本稿での結論が氏のそれと異なっているとしても，直ちに氏の鏃論に異議をと
なえるものでないことは言をまたない。
6)本稿では，生産性格差インフレーションにおける特定の均衡条件のみが吟味され．そ
れ以上の分析は次の機会にまわされる。
7)以下の想定はできうる限り，高須賀氏の議論に近いように配慮されている。しかし，
われわれは厳密な理論展開をするために，相当大胆な仮定を設ければならない。明記
しない限り，高須賀氏の理論骨子を損なうような仮定を避ける積りであるが，そうせ
ざるを得ない場合，あるいは気付かずにそうする場合があるかもしれない。そのこと
によって生じる，筆者の気付かない問題があれば，大方の御批判をあおぎたい。
8)これは生産性上昇率格差の存在を極端な形で示したものである。 なお， 高須賀氏は
「物的生産性格差の固定化はその（物価上昇の一一4 筆者）発生基盤」（〔5〕p.216) 
であり， 「独占価格政策が定着すれば， その産業には巨大な独占的超過利潤が発生す
る。………独占的超過利潤の存在は，この価格上昇機構の発生原因」（〔5〕p.216) 
というように，それぞれ基盤と原因に区別しているが，本稿では競争経済との比較を
問題としないので，一括してこれをすべて「仮定」と表現する。
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ここで，氏は各部門の資本設備の存在量， Niは各部門での雇用量， Boは初期値を表わ
す。資本設備の耐用年数は十分長く，減価償却が行なわれないし，その効率は不変である
と仮定される。
2. 労働力市場
投資財部門の資本家は消費財部門の資本家より高い労働生産性を享受しているので，そ
の一部を労働者に賃金として分配することができる。そこで，単純化のために，とりあえ
ず，投資財部門の貨幣賃金率 W1が労働生産性上昇率の範囲内9)で一定率 0 で上昇する
ものと想定しよう。そうすると，
(5) w1 =woe"'1 a~w>O 
と書くことができる。 Woは W1の初期値で，消費財部門の貨幣賃金率よりも高いと前
提している。労働者がより高い貨幣賃金率を求めて稼動するものとすれば，投資財部門の
資本家は投資財生産に必要な労働力 N1を常に確保することができるであろう。
他方，消費財部門の資本家は，直接高い貨幣賃金率を提示することによって，資本財部
門と労働力の争奪戦を演ずることができず，投資財部門が雇用した残りの労働力を雇用す
る上で，消費財部門内で競争しなければならない。すなわち，消費財部門の資本家は労働
カ市場の需給関係によって決められた貨幣賃金率w2で労働雇用を行なう。 そうすると
(6) w2=W(u) 
ただし．
W(u*) =O o<u*<l 
(7) u= (L-N1)-N2 L 
9)高須賀〔6〕p. 39参照。
10)高須賀氏は高生産性部門の賃金決定要因として次のものを挙げている [5」pp.205 
~207。
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(i) 労働組合の存在
(ii) 労働力確保のための企業の賃金政策
(ii) 独占産業の競争様態—参入障壁を越える超過利潤の分配
しかしながら，過剰労働力の存在が認められるとき，賃金決定の主要因として，支払
能力が考えられている。げ．〔6〕pp. 72~75および p.162。さらに
(iv) 消喪者物価の上昇率
が要因として追加されている。 cf・〔6〕pp. 140~141および pp.190~191。本稿で
は，われわれは氏の基本的主張を支払能力説と理解し，本文のように想定しよう。 O
は後で一層特定化される。
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である11)。ここで， Uは失業率， Lは労働供給量を表わすが，
(8) L=Loent Lo>O 
として，社会全体の労働供給量が一定率で増加すると仮定しよう。
3. 生産物市場
投資財部門は独占的で，価格 Piを硬直的に一定水準 P1*に維持・管理するものと想
定しよう12)。すなわち
(9) Pi=P1* 
他方，消費財部門は競争的で，価格支配力を全く有さず，消費財価格 P2は市場の需給
調整に委ねられるものとしよう。そうすれば，
UOl A=M( 
D-X2 x2) M(O)= 0 
ただし， Dは消費財需要を表わし，
Ul D=幻恥T1+W璃
P2 P2 
とする。すなわち，資本家消費が全く存在せず，両部門の労働者は賃金所得をすべて消費
するものと仮定する。
4. 生産と蓄積
11)本稿では労働力市場全体の需給関係をWの変化で考えているのに対し，高須賀〔6〕
では，若年労働力（中卒，高卒）市場での需給関係を想定し，そこで決定される初任
給と終身雇用・年功序列型賃金体系とをリンクさせて，社会全体の賃金上昇を考えて
いる (cf.pp. 76~79)。 しかしながら，景気循環に感応的であるとは云え，昭和49
年末まで学卒を除く有効求人倍率が趨勢的に上昇していること（ただし， 1を越すの
は昭和42年以後）および蓄積論的接近を考えれば，必ずしも若年労働力市場に限定す
る必要はなく，社会全体の労働力市場で考察しても十分だと思われる。というのは，
完全雇用点と貨幣賃金上昇開始点とは同一たる必要がないからである。 また， 大川
〔6〕では，両部門の賃金平準化の運動を過剰労働力存在程度で説明しようとしてい
るが，それを正当化するには根拠が乏しいように思われる。
12)卸売物物価指数が景気循環の影響を受けて，わずかながら変化していること，規模の
経済による価格低下の可能性が指摘されている（高須賀〔6〕p.68)が，ここでは，
需要に感応的でない独占的価格政策を明示して P2の運動との差を明らかにするため
に，梱端な仮定が設けられている。なお，独占的価格政策が (9) と異なる場合—
たとえば，昭和48年以後の卸売物価の動きにみられる一の分析は別稿を要す。
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投資財部門の資本家は価格を一定に維持・管理しているために，投資財市場に現われる
需要に対する調整は生産調整以外に方法がない。そこで，投資財部門は生産能力を完全に
稼動せず，常に意図した過剰能力を保有しているものを考えよう 13)。 そうすれば，この
部門の現実生産高 Yiは完全能力産出高X1の一定比率6で調整されることになり
(12) Y1 =/JX1 0 <IJ~1 
である14)。
かくして，投資財部門は，短期的には稼動率の調整によって市場に現われる需要をまか
なうことができる。投資財に対する需要は投資財部門の投資Kiと消費財部門の投資K2
の和であるから，この部門の需給均衡条件は
⑬ Y1=K1+K2 
である。もちろん，この需給均衡条件によって完全能力産出高 (IJ=1)が保証されると
は限らない。他方，一定の資本設備の下での稼動率調整で需要に対応するには限度があ
る。そこで，長期的な調整，すなわち投資が必要である。投資は生産能力拡大のために行
なわれるのであるから，需要が増加するという予想が前提されなければならない。需要の
動向について投資財部門の資本家が知りうるのは，価格が固定されているので，稼動率を
通じてでしかない15)。それゆえ，この部門の資本家は稼動率に基づいて蓄積率を決定す
るものと考え，現行の稼動率に基づいて決定した蓄積率が次期に稼動率を変化させないな
らば，正しい蓄積率決定をしたことによるものであり，それを上昇させるならば，蓄積率
13)高須賀〔6〕において，「わが国においても「予備能力」 としての過剰生産能力を必
要とすることはまちがいない。しかし……•••それを「予備能力」として保持しておく
余地は少ない。………過剰能力を操業度でコントロールする余地が少なく………」
(p.56)と述べられており，また，「卸売物価の安定は基本的には，その場合の需要と
供給がほぼ均衡していたことの結果」 (p.52)あるいは「加速度原理」による均衡の
とれた生産財生産部門の拡大」 (p.137)と述べられている。要するに，投資財部門は
稼動率による短期的調整を行なうことができないし，また行なう必要もないというこ
とである。すなわち， 0=1である。もちろん，そのように仮定してもよいが，投資
の生産能力効果を考えるなら，それは 1つの帰結と考えた方がよいように思われる。
14)このように想定した場合， (12)を(1)に代入すれば明らかなように，稼動率の低下によ
って産出高が変化したとしても，雇用撒を変化させず，過剰人員を企業が保有し，労
働しないにもかかわらず，賃金が支払われることになる。これは幾分非現実的で，資
本家的でないかもしれないが，高度成長期を対象とすれば，必ずしもそうとは言えな
いであろう。また，このような想定は，高須賀氏の労働力確保の議論の中にみられる。
15)独占企業の市場調査能力，予測能力の要因は捨象される。
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の不足を考えてさらに蓄積率を高め，逆は逆であると想定しよう16)。そうすると
U4l唸=G1(0) G直 *)=G*
と表わすことができる17)。
他方，消費財部門の資本家は，生産能力を完全に稼動して，能力産出高の供給を行なう
ものと仮定しよう18)。そうすると
US) Y2=X2 
である。
次に，消費財部門の生産能力拡大について考えよう。この部門の資本家は，生産物市場
で決められる価格と労働力市場で決められる貨幣賃金率に応じて，生産能力の拡大を計画
しなければならない。というのは，資本家は消費財需要が現在の能力産出高より大きいか
どうかということを価格の変化によってしか知りえないと同時に，生産拡大にしたがって
生じる追加的労働雇用が望ましい利潤をもたらすかどうかを考えなければならないからで
ある。そこで，われわれは，資本で測った望ましい利潤，すなわち，望ましい利潤率 r弁
に等しい利潤率 r2 を実現しているとき， この部門の資本家は一定の蓄積率を維持し，
16)前記注14)で述べたように，高須賀氏はか=1と考えているため， U4Jのような蓄積率
関数を想定していないであろう。氏がどのような蓄積率関数を想定しているかは，筆
者の知る限り，明らかでない。ただ，「企業は， 所得の利子率と限界利潤率とをにら
みあわせて有利と判断する限り投資を行なうのであり，………」（〔6〕p.29)と述べ
ておられるので， U4Jを稼動率の関数ではなく，利潤率の関数とすぺきかもしれない。
しかしながら，次節で明らかになるように，適当な仮定がなければ，投資財部門の利
潤率は，生産技術的特性に強く依存しているので，蓄積率を規定する要因として適当
でない。次節で設定する仮定の下では，蓄積率を稼動率の関数としても利潤率の関数
としても利潤率の関数としても同じことになる。
17)均衡のための必要条件としての蓄積率はW節でみるように，体系内で与えられ，した
がって， U4J,U6lのo*,T2*は外生的に決定される大きさである。すなわち，均衡を問
題にする限り， U4J,U6lは不要である。
18)本稿のように仮定すれば，供給削減による超過需要の発生を防ぐことができ，社会全
体の賃金・雇用の運動と低生産性部門の蓄積との関係で消費財価格の動きを考えるこ
とができるので，「需要超過というか供給不足というかは相対的なもの」（高須賀〔6〕
p.68)はなくて，供給不足を蓄積不足との関係で，需要超過を社会全体の賃金・雇用
の関係で分離して考えることができる。労働力市場の需給条件を満す蓄積率は超過需
要を発生せしめ，そのため価格が上昇することがW節で明らかにされる。
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r>r*ならば，蓄積率を低下させ，逆は逆の行動をとるものと想定しよう。そうすると，
tt6)~=G 
K2 2伍）
ただし
閻 rz=P2Y2-w2N2 
PiK1 
G以戊*)=G砂
である。
さて，以上で，われわれの必要とする経済的諸関係・諸特性がすべて設定された。この
モデルには， X;,Y;, N;, K;, w,・, P;, u;, L, 5, D, r2の17個の変数があり，それに
対応して， 17個の方程式があるので，モデルは完結している。
?
われわれは上記のモデルを用いて分析を進める前に，このモデルの特性を若干吟味し
て，さらに追加的仮定を設けよう。
投資財部門の利潤率ハは
(18) ri= PiY1-w1N1 
PiK1 
と定義されるので， (1),(3), (5), (9), (12)を用いると， (18)は
(19) ri=嘉{A。3—昂e-("'戸） '}ec叫一釦） t
と書くことができる。 したがって， 投資財部門の利潤率は (i)稼動率 (ii)貨幣賃金率
政策（これは(9)が仮定されているので，事実上，投資財で測った実質賃金政策である），
(ii)生産技術条件，の 3要因に依存することがわかる。このモデルでは(ii)'(iii)が外生
的に与えられており，体系内変数としては(i)だけである。本稿では，賃金政策，技術条
件の効果を分析しないので， (ii)'(iii)についてもっと強い仮定を設けよう19)。
19)資本家が意図した稼動率 Co=o*) を維持するとき， どのような賃金政策がとられよ
うとも，資本係数が上昇するならば，「利洞率は低下しつづけなければならない。 （マ
クロモデルによる，技術進歩のタイプと資本蓄積経路との関係については，置塩〔3〕
で詳しく分析されている。）一定の稼動率に対応する一定の蓄積率が維持されている
とき，利潤率もまた一定でなければならないとすれば，この体系内部から(2U,(2)の仮
定の設定が要請されていることになる。もちろん，現実の経済で，このような技術進
歩が存在し，選択されると主張しているのではない。なお，高須賀〔6〕(p. 85)で
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(1), (3)より
⑫ 0) 唸＝塁e-C和—叩 t
を得る。 ~O)は資本係数の動きに関するものである。われわれはカルドアの「定型化された
事実」に依拠して，資本係数を一定と仮定しよう。すなわち
(21) a1=/it 
である20)。
次に，高生産性部門の賃金政策について考えよう。上昇した労働生産性の一定以上を企
業が利潤として吸収するとき，独占的超過利潤が高くなるので，参入障壁が低くなりすぎ
る。そこで，この利潤の一部を賃金として分配するのであるが， 「独占的超過利潤のうち
賃金に還元されるのは，独占資本の独自の計算によって許容しうると考えられた範囲のも
のであるから，利潤率の高さが蓄しくそこなわれることはありえ21)」ないというのが高
須賀氏の見解である。すなわち，ある一定の利潤率 r1*より高い r1 は参入の脅威によ
り維持されず， r1<戸＊となるほど賃金として還元されないということである。 (21)の条件
のもとで，これを満すためには， a9lにおいて
(2) CiJ=(f,1 
でなければならない22)。すなわち，貨幣賃金の上昇率が労働生産性の上昇率に等しくな
は，存在する技術集合の中での技術選択が wage-rentalratio に依存すると述べて
いるが，技術進歩のタイプそのものについては述べていない。ただ，われわれの仮定
は高須賀氏の主張する技術選択態度と矛盾しないことに注意されたい。
20)このことは，実物タームでの資本装備率が労働生産性と同じ率で上昇することを意味
する。したがって，「その（価格タームでの資本装備率一―—引用者）動きと付加価値
生産性の間に高い相関がある」（高須賀〔6〕pp.81~82)よりも遥かに強い仮定を概
いていることになる。
21)高須賀〔5〕p, 207 
22) (21)を仮定して， a9lを時間に関して微分すると
；＝嘉｛磁＋犀屈—0)e-C←）'}
となり， r1=0 であるためには
o= Wo AoPi* (a1-0)e-C例ー"')I 
である。いま， a>0とすれば， o<Oとなる。すなわち，労働生産性上昇率が賃金
上昇率より高いとき，利潤率が不変にとどまるためには，稼動率が無限に（ゼロまで）
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るような賃金政策がとられなければならない。
(2U, (2)が仮定されると， U9)は
(23) r1=fo(AofJ—昂）
となる。そうすると
an A。＝ 88 Bo >o 
であるから，利潤率と稼動率は同方向の動きをする。したがって，蓄積率は利潤率の関数
と読みかえることができる。
ところで'(23)で示される利澗率が有意味であるためには， r1>0でなければならない。
したがって
(24) fi> Wo 万
ところで,Aoは(1)における労働生産性の初期値 X1°/N1° であるから.(24)は
(25) fi> woN1° P1*X1° 
となり，稼動率 8は初期の労働分配率よりも高くなければならないことがわかる。この
ことは，それよりも低い稼動率ならば，その稼動率での産出高が賃金支払いに必要な産出
高に達せず，賃金の不払いが生ずることを意味する。そのような経済状感では資本家が生
産を行なわないであろうから，われわれの対象とする経済では関あるいは(25)ヵ遠伺されてぃ
るものと前提することができる。
IV 
以上の諸仮定の下で，このモデルには，桓めて特殊な場合を除いて，すべての市場の需
給条件を満す均衡経路が存在しないことを明らかにし，そのときに成立している諸関係を
明らかにしよう。
投資財部門で意図した稼動率炉に対応して資本家の満足する利潤率 r*を享受してい
るとすれば，因より
94 
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低下しつづけなければならなくなる。逆は逆である。このような状態は現実妥当性を
欠くであろう。したがって'(22)の仮定は妥当である。
生産性上昇率格差インフレーションに関するノート（元木） 95 
で，投資財で測った初期の実質賃金政策は(24)を満していなけれぱならない〇そうであると
すれば， (14)によって，この部門の資本蓄積は一定率 G1*で増加していることになる。
他方，消費財部門の利潤率は(2),(4)を利用すると， (17)より
切） r2= (ct2P2-w2) 必P1*
と変形することができる。罰右辺のカッコ内は，容易にわかるように，労働者1人当りの
利潤を表わし， /J2P1*は価格表示の資本装備率を表わす。
岡を時間に関して微分すると
1 A R2 A 
(2si r2=犀 0'(P2-<t2初2伍P2
ただし
(29) R2=w2/A 
であるから， r2が一定であるためには
A R2A 
(30) P2=-w2 ct2 
でなければならない。このとき， r2は一定の利潤率互＊となり， US)から消費財部門の蓄
積率は一定となることが知られる23)。
ところで，投資財部門の需給一致の条件を表わすU3lを変形すると
五＝（和K2 k2)幻
X1 巧瓦・応応
であるから， (1),(3), U4l, (16)を用いると
(3U Boo=Ao(G叶邸）
ただし
(32) J.=K2/K1 
と書くことができる。両部門が一定の蓄積率を維持するとき， 資本財の部門間配分比率入
は!3Uを満す一定の大きさでなければならない。それを入＊とすると， (32)の入の定義式より
(3) ,i=(GrG1)入
であるから
(34) G1*=G砂
でなければならない。
23)後でみるように，この r2*は労働力市場および消費財市場の需給条件を満すもので
はない。
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以上の結論はU4l,個の蓄積率関数と投資財部門の需給条件を満すときに得られたもので
ある。 o*,ん＊，入*,G1*, G2*が労働力市場および消費財市場を満すかどうか， あるい
は，これらの両市場の条件を満す o,r2, A, G1, G2と前者がどのような関係にあるか
を検討しよう 24)。
消費財部門の利潤率が不変となるためには，閲で示されるように，消費財価格および貨
幣賃金率の上昇率が比例すればよい。ところで，消費財価格はUOlで示されるように，超過
需要率に規定されて動く。この超過需要率 Eは(2)~(5),(21), (2), (32)から
(35) E=(D-X2)/X2 
＝古｛岱•閃·+-(血—閃）｝
となり， Eは資本財の部門間配分比率入と消費財部門の価格，貨幣賃金率に依存する。
いま，消費財市場が均衡し，価格が変化しないと想定しよう。そうすると，消費財部門
の利潤率が一定であるためには'.(30)から w=Oでなければならないことがわかる。その
とき'(35)より
(36) 入*= /32Wo 
Bo(咋氏＊一四＊）
となり，入は一定でなければならない。
他方，労働力市場が均衡するとき，失業率（したがって，雇用率）が一定のとき25),
缶 0となり，消費財市場の均衡条件と合わせれば，団を満たし， 消費財部門の利潤率
は一定となる。いま雇用率をりとすれば，
(37) v= 1 -u=N/L 
ここで
(38) N=N1+N2 
であるから， Uが一定であるためには
24)労働力市場および生産物市場の需給条件を満すと仮定するとき， (6)およびUOlより 2つ
の方程式が追加され，未知数が追加されないので，形式上，必然的に(l)~U7)の方程式
のうち 2つが落されなければならない。市場条件が落されなければ，必然的に両部門
の蓄積率関数が落されなければならない。このことは蓄積率が独立変数ではなく，体
系内で決定される従属変数であることを意味し，このようにして決定された蓄積率が
14, U6lを満しえなければ，均衡が存在しない。
25)これはいわば完全雇用の仮定と同じである。この点についてはトービン〔1〕を参照
されたい。
96 
生産性上昇率格差インフレーションに関するノート（元木） 97 
(39) v=(N-L)v= O 
でなければならない。 (8)を考慮すれば'(39)は，社会全体の雇用増加率が労働供給の増加率
nに等しくなければならないことを意味する。このとき，各部門の雇用増加率はどのよう
になっているかをみよう0 (38)を時間に関して微分すると
N1叫 N2
(40) N= 1 +.lN 
である26)。ただし
AN=N2/N1 
(3), (4)を考慮すれば，
(41) 枯＝極足,,
Pi 
であるから， (40)は(8),(41)を用いて
＾恥（紛 N1十,l.(Nrn) 糾 =n/i1 
と書くことができる。また， (40),(41)より
幽 N2-N1=入十/i1
であるから， (42),(43)を必に関して解くと
閥 N2=
狂 n+(i叶 n岱函‘
1十鉛e/3,t
/i1 
となる。いま， ,l.=0として，十分時間が経過すれば幽は
(45) N2=n 
に収束する。 (45)を(43)に代入すれば
(46) N1=n-(ii 
となる。ところが， (45),(4競鳩別こ代入すると， n-(i1=nとなり，明らかに /i1=0以外
(42)は成立しない。 (1),(3), (21), (2)をみればわかるように， /i1= 0 ということは生産性，
資本装備率および投資財部門の貨幣賃金率が上昇しないことを意味しており，生産性上昇
26)これは次のようにして導出される。閲より
内＝腐且塁＝（姐＋悦・應）+(1+党）
であるから， N2/N1=,lNとおけば， (40)が得られる。
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率格差の存在というそもそもの基本前提に反することになる27)。P<Oとすると， (42)が
成立しない。したがって，われわれは .l=Oと仮定することができない。
そこで，入を変数と考えよう。消費財部門の蓄積率が一定であるとすれば， (4)から明ら
かなように， N2が一定でなければならない。 N2を一定とすれば， (4)はAに関する微分
方程式となり，入は
• Bo 
(47) H (n+ /1 -N: か+(n-N2)-i如 =O/1 
の解である。 (47)を解くと
e-tJ,t 
(48) i= ce(n一N2)1_ /lo 
瓦
である。ここで， Cは任意の定数を表わすが， Cが非正ならば，明らかに iが負となり，
経済的に有意味でなくなるので， Cを正の任意定数とする。
いま，
＾ (49) N2=n 
ならば， (43),(48), (49)より
(50) Ni=祐=n
となり，また， (49),(50)を用いると， (2),(3)より
＾ (51) K1=/i1+n 
27)高須賀氏は，生産性格差インフレーションではなく，正確には生産性上昇率格差イン
フレーションと命名すべきであったが，「そう変更しても「インフレーション」の本
質規定とのかかわり方が明示されていない以上無用の誤解を生むおそれがある」（〔6〕
p. 13, 同様のことが〔5)p. 224にある）と述べておられる。 しかし，生産性が上
昇しない (/i1=0)で， 単に水準に格差がある (Ao>咋）場合と， 生産性が上昇し
て（か1>0), そこに格差がある場合とでは資本主義経済の運動に基本的差異をもた
らすことが以下の分析で明らかになる。 このことは， 生産性上昇率の格差を維持し
て，景気変動をくりかえしながら曲りなりにも長期間成長を持続するためには，技術
進歩の形態が任意ではなく，極めて狭く限定された，その経済特有のものでなければ
ならないことを意味するであろう。（この問題については近く別稿を発表する予定で
ある。）すでに， I節および注19)で示唆したように，高須賀氏は技術進歩のタイプと
資本主義経済との本質的関係を十分意識しておられないようである。このことは I節
の終りで述べたように，氏の議論が十分な蓄積論的接近となっていない 1つの点であ
る。
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閾 K2=n
である。そのとき，
(53) A=Aoe-和‘
ただし
Ao=(c-/!__g_)-1 
Pi 
となり，部門間比率はPiの率で低下する。
入が闘で示されるような動きをするくとき， (48),(.51), 閾を考慮して(31)をみると，
Ao IJ=—{(P+n)+nAoす印｝
Bo 
であるから，投資財部門の稼動率は漸近的に低下して
閾 IJ*=会CP1十n)
に収束する。そのとき，投資財部門の利澗率は閲からわかるように，漸近的に低下して
(.5)が＝（A。2瓦） CP1+n)一晶
に収束する。
他方，閲より
Ao(a2一閃）氏e—即＝細o
であるから， R2が一定であるなら，消費財価格が一定率 Piで上昇し，したがって，ま
た消費財部門の貨幣賃金率も同じ率で上昇しなければならない。ところが， (Zl),閲より
(56) r2= Wo 
Pi*Bo .lo 
1砕,t
であるから，消費財部門の利潤率はPiの率で上昇しなければならない。資本財価格が与
えられ，消費財の生産方法が変化しないとき，利潤率が上昇するならば， R2は一定であ
りえず，低下しなければならない。 この両者を満たす唯一の条件は Pi=Oである。し
かるに，この条件はすでに述べたように，われわれの基本前提に反す。 したがって，”
は一定でない。
かくして， 9注 0 であれば，労働力市場および消費財市場の需給条件を満たすような
o, r2, .l, G1, G2は即～関で示されるそれらと一致しない。したがって， Il節で示され
たモデルには均衡経路が存在しない。
次に，妬キnの場合を吟味しよう。（戦より
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Bo-c(P1十n—祐）e(n-Nz)t 
157) l = ce<"出）t-歴
Pi 
となる。時間が十分経過するならば， n<N2のとき，入は一Piに近づき，n>N2のとき，入
は一 (Pi+n—妬）に近づく。したがって， (43) より，いずれの場合にも，祐，池が n に近
づくことがわかる。それゆえ， N2=几のときの経済状態が支配的となる。
さて，本節の議論をまとめると次のようになる。まず，労働力市場の需給条件を満すな
らば，
10 雇用の増加率が両部門で同一で，労働供給の増加率に等しくなければならない。
20 資本の部門間配分比率は生産財部門の資本装備率の変化率と同じ割合で減少しなけ
ればならない。
30 資本蓄積率は体系内的で決定され，個々の資本家の私的決定に委ねられない。
40 両部門の資本蓄積率は投資財部門が消費財部門よりも資本装備率I)増加率だけ高く
なければならない。
労働力市場の条件を満し，かつ投資財部門の需給条件を満すとき
50 投資財部門の稼動率は漸進的に低下して，一定値に収束する。また，利潤率も同様
に，一定値に収束する。
労働力市場の条件を満し，かつ消費財部門の需給条件を満すとき，
ao 消費財部門の利潤率は一定率で上昇し，実質賃金率は低下しなければならない。し
たがって，消費財価格が投資財部門の賃金上昇率と同じ比率で上昇しなければならな
い。
70 すべての市場の均衡条件を満して利潤率および稼動率が一定になるのは，投資財部
門で技術進歩がない場合で，そのとき，均衡経路が存在する。
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